２０１０年３月３１日
「高校無償化法案」をめぐる人権政策の取り組みについて（自治労見解）
1 「公立高等学校に係る授業料の不徴収及び高等学校等就学支援金の支給に関する法律案」（高校無

償化法案）が、31日参議院で可決・成立しました。

　　この法案をめぐっては、無償化の対象から朝鮮学校を除外しようという政府の一部の動きが大きな波紋を広げました。発端は、中井拉致問題担当相が、北朝鮮制裁を理由に除外を提起し、鳩山首相が「国交のない国だから、教科内容を調べようがない」と漏らすなど、北朝鮮の核開発や拉致問題で制裁している、国交がないから朝鮮学校を支援するのはおかしいという考えに立つものです。

　民主党が先の総選挙でマニフェストに掲げた「国内人権機関の設置」「個人通報制度を定めた選択

議定書の批准」などへの期待が高まる中で、このようにあからさまな差別政策が議論されること自体

に朝鮮学校関係者のみならず、多くの市民団体、市民が心を痛めました。
②　高校無償化は「子ども手当」とともに、社会全体で子どもの成長を支えるという基本理念に立つものであり、日本が批准する「国際人権規約」のうち、Ａ規約１３条２項ｂ「中等・高等教育の無償化の漸進的導入」に沿って、国籍を問わずすべての「子どもの学ぶ権利」を保障するものです。日本はむしろ遅れているのが現状であり、憲法に規定された「法の下の平等」や教育基本法の「教育の機会均等」を具現化していく上で、重要な意義を持つものです。
③　国連の人種差別撤廃委員会合でもこの問題が取り上げられ、３月１６日に、高校無償化の対象から朝鮮学校を除外する案に「懸念」を表明する「最終見解」が公表されるなど厳しい批判の声が上がりました。同委員会は朝鮮学校だけでなく在日韓国人や中国人の生徒が通う学校に対する補助金や税制面での公的支援が通常の学校と異なることにも「懸念」を表明。その上で、日本政府に「教育の機会提供に一切の差別がない」状態を確保するよう勧告しました。また、現行の学校教科書について「少数者」の歴史や文化をより反映したものに見直すことも勧告しています。
このことで、万が一にも朝鮮学校を適用対象校から除外するようなことになると、憲法２６条あるいは憲法１４条の理念に反することとなり、公権力による新たな差別法となり、日本のみならず、国際社会からも厳しい批判を受けることとなります。

④　朝鮮学校は、戦後、在日朝鮮人の人たちが母国語を取り戻そうと各地で自発的に始めた学校が起源であり、現在全国で１０校あり、法制度上は学校教育法で定めた「一条校」ではなく「各種学校」とされています。朝鮮語、朝鮮史など民族科目以外は日本の指導要領に準拠した教育が行われ、ほぼ全ての大学が朝鮮学校卒業生の受験資格を認めており、教育内容は日本の高校と何ら遜色ないものです。この問題は、「子どもに必要な学びの保障」という観点から判断すべきであり、政治問題や排外主義、差別こそ排除すべきことです。

⑤　川端文科大臣は、「各種学校の対象範囲について外交上の配慮などにより判断するというものではない」「客観的に高等学校に類する過程というものを判断する仕組みを国会の議論を踏まえながら考えていく」とし、高等学校に類する課程か否かを判断する「第三者機関」創設を検討することとし、支給する範囲を省令で定めることで、制度が始まる４月以降に判断が先送りされました。

⑥　こうした状況下で、自治労は、平和フォーラムと連携し、要請打電を行うなどの取り組みをすすめてきました。引き続き、すべての子どもの学ぶ権利を保障する観点から、朝鮮学校を高校無償化の対象から除外することがないよう、また、省令制定の際に除外しないよう、今後の世論形成に関心を持ちながら、取り組みを強化していきます。

　また、１７４回国会における人権関連法案として、永住外国人地方参政権付与法案、取調べ可視化
法案、夫婦別姓法案などの提出の動きもありますが、与党内部からも強い異論が出るなど、ここにき
て人権政策を先送りする状況も出てきています。

　自治労は、「韓国併合」１００年、日本がかつて侵略し、植民地として踏みにじり続けていた歴史
的事実を振り返り、多文化共生社会の構築に向けて「日朝国交正常化連絡会」はじめとした人権政策

推進に向け、積極的に取り組みをすすめていきます。
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